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表紙

「連結注記表」および｢個別注記表」につきましては、法令および当社定款第16条
の規定に基づき､書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面（電子提
供措置事項記載書面）には記載しておりません。
なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様
に電子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りいた
します。

第15回定時株主総会の招集に際しての
電子提供措置事項（交付書面非記載事項）

連　結　注　記　表

個　別　注　記　表
（2022年４月１日から2023年３月31日まで）

川田テクノロジーズ株式会社
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連結注記表

連　結　注　記　表
（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
1. 連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数　　　　　　８社

　連結子会社の名称
川田工業㈱、川田建設㈱、川田テクノシステム㈱、富士前鋼業㈱、㈱橋梁メンテナンス、東邦航空㈱、新中央航空㈱、カワ
ダロボティクス㈱

（2）主要な非連結子会社の名称等
㈱カワダファブリック
（連結の範囲から除いた理由）
　非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）および利益剰余金
（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

2. 持分法の適用に関する事項
（1）持分法適用の関連会社の数　７社

　主要な会社等の名称
佐藤工業㈱

（2）持分法を適用しない非連結子会社（協立エンジ㈱他）および関連会社（第一レンタル㈱他）は、それぞれ当期純損益（持分に見
合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、
かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外しております。

（3）持分法適用会社は、決算日が連結決算日と異なるため、当該会社の直近の決算日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に
生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項
　すべての連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

4. 会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準および評価方法
① 有価証券

その他有価証券
・市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
・市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

② デリバティブ………………時価法
③ 棚卸資産
（ａ）未成工事支出金…………個別法による原価法
（ｂ）製品・半製品……………個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
（ｃ）材料貯蔵品………………主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定）
（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）
　主として定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については定額法）によっておりま
す。なお、耐用年数および残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。ただし、航空機・
装備品については、経済的使用年数によっております。
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① 貸 倒 引 当 金………売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しており
ます。

② 賞 与 引 当 金………従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。
③ 完成工事補償引当金………完成工事に係るかし担保等の費用に備えるため、当連結会計年度の完成工事高に対する将来の見

積補償額に基づいて計上しております。
④ 工 事 損 失 引 当 金………受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末手持工事のうち損失の発生が見込ま

れ、かつ、その金額を合理的に見積もることができる工事について、損失見込額を計上しており
ます。

⑤ 役員退職慰労引当金………役員および執行役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上してお
ります。

② 無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法によっております。なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。ただし、
自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

③ リース資産
　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっております。
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

（3）重要な引当金の計上基準

（4）その他連結計算書類の作成のための重要な事項
① 繰延資産の処理方法
社債発行費
　支出時に全額費用として処理しております。

② ヘッジ会計の方法
（ａ）ヘッジ会計の方法

　金利スワップについては、特例処理の要件を満たしておりますので、特例処理を採用しております。
（ｂ）ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段：金利スワップ
　ヘッジ対象：借入金の利息

（ｃ）ヘッジ方針
　借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行い、ヘッジ対象の識別は個別契約毎に行っております。

（ｄ）ヘッジ有効性評価の方法
　特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。

③ 退職給付に係る会計処理の方法
（ａ）退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式
基準によっております。

（ｂ）数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理方法
　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）
による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。
　過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により費用
処理しております。
　未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用については、税効果を認識の上、純資産の部におけるその他の包括利
益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

（ｃ）小規模企業等における簡便法の採用
　一部の連結子会社は、退職給付に係る負債および退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給
付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
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④ 収益および費用の計上基準
（ａ）企業の主要な事業における主な履行義務の内容
（鉄構セグメント）
　鉄構セグメントにおいては、鋼製橋梁および建築鉄骨の設計・製作・架設据付等の事業を行っております。
（土木セグメント）
　土木セグメントにおいては、ＰＣ橋梁、プレビーム橋梁の設計・製作・架設据付および橋梁保全工事請負の事業を行って
おります。
（建築セグメント）
　建築セグメントにおいては、一般建築およびシステム建築の設計・工事請負の事業を行っております。
（ソリューションセグメント）
　ソリューションセグメントにおいては、ソフトウエアの開発・販売、システム機器の販売、各種機械装置、コンピュータ
ーシステムの開発・設計・販売および次世代型産業用ロボット等の製造・販売等の事業を行っております。

（ｂ）企業が当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）
（工事契約）
　鉄構セグメント、土木セグメントおよび建築セグメントにおいては、主に長期の工事契約を締結しております。当該工事
契約においては、当社グループの義務の履行によって資産が生じること、または、資産の価値が増加することにより顧客が
当該資産を支配することから、当該履行義務は一定期間にわたり充足される履行義務であり、契約期間にわたる工事の進捗
に応じて充足されることから、工事の進捗度に応じて収益を計上しております。進捗度の測定は、発生原価が工事の進捗度
を適切に描写すると考えられるため、発生原価に基づくインプット法によっております。なお、履行義務の充足に係る進捗
度を合理的に見積もることができないが、当該履行義務を充足する際に発生する費用を回収することが見込まれる場合に
は、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることができる時まで、一定の期間にわたり充足される履行義務につい
て原価回収基準により収益を認識しております。
　工事契約に係る売上高は、工事収益総額および進捗度に基づき算定されます。工事収益総額は、顧客との工事契約に基づ
いた取引価格で算定しております。工事の設計変更が合意されたが、変更された契約に対応する対価の額の変更が決定して
いない場合、当該設計変更に係る取引価格の変更の額を合理的に見積っております。
　取引の対価について、工事契約については契約における支払条件に基づき、おおむね履行義務の充足に係る進捗度に応じ
て受領しており、重大な金融要素を含んでおりません。
（商品および製品の販売）
　ソリューションセグメントにおいては、主にソフトウエアの開発・販売、システム機器の販売、各種機械装置、コンピュ
ーターシステムの開発・設計・販売および次世代型産業用ロボット等の製造・販売を行っております。このような商品およ
び製品の販売については、主に、商品および製品の引渡または検収時点において顧客が当該製品等に対する支配を獲得し、
履行義務が充足されると判断しており、当該製品等の引渡または検収時点で収益を認識しております。なお、ソフトウエア
販売に係るサブスクリプション契約については、契約期間にわたり均一のサービスを提供するものであるため、時の経過に
応じて履行義務が充足されると判断しており、契約期間にわたり均等に収益を認識しております。
　取引の対価について、商品および製品の販売については履行義務を充足してから、通常、短期のうちに支払期日が到来
し、また、ソフトウエア販売に係るサブスクリプション契約についてはサービス提供の開始初期段階までに契約期間にわた
る取引の対価を一括して受領しており、いずれも重大な金融要素を含んでおりません。

⑤ のれんの償却に関する事項
　のれんは、金額に重要性がある場合は、20年間の均等償却とし、重要性が乏しい場合は、発生時の損益として処理してお
ります。

⑥ グループ通算制度の適用
　グループ通算制度を適用しております。

⑦ 関連する会計基準等の定めが明らかでない場合に採用した会計処理の原則および手続
　特定建設工事共同企業体（以下「ＪＶ」という。）に係る工事の会計処理は主としてＪＶ構成員の出資割合に基づいて決算
に取り込む方法によっております。
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（会計方針の変更に関する注記）
・（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）
「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価算定会計基準適用
指針」という。）を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27－２項に定める経過的な取扱いに従っ
て、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することとしました。これにより、連結計算書類に
与える影響はありません。

（会計上の見積りに関する注記）
1.　工事契約における収益認識
（1）当連結会計年度計上額　104,847百万円
（2）その他見積りの内容に関する理解に資する情報
①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法
　当社グループは長期の工事契約における履行義務は一定期間にわたり充足される履行義務であり、契約期間にわたる工事の
進捗に応じて充足されることから、工事の進捗度に応じて収益を計上しております。進捗度の測定は、発生原価が工事の進捗
度を適切に描写すると考えられるため、発生原価に基づくインプット法（発生原価が工事原価総額に占める割合）によってお
ります。

②　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
　工事収益総額および工事原価総額の見積りは、工事の開始段階において実行予算書を作成し、その後は各決算日において工
事の現況や市況の変動に基づき、見直しを行っております。なお、工事原価総額は主に原材料価格、労務費等について過去の
実績等を勘案し合理的に判断して見積りを実施しております。

③　翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
　工事契約における工事原価総額は過去の実績等を勘案し合理的に判断しておりますが、建設工事は工事期間が長期にわたる
中で鉄構セグメントの主要材料である鋼材や技能労働者不足等に伴う労務費の上昇など見積り特有の不確実性があります。工
事収益総額について、請負契約締結後に予想を超えて大幅に増加するコストについては発注者と協議を重ね、追加の請負金額
を獲得する努力を続けておりますが、それを請負金額に反映することが困難となった場合、また、設計変更に対するコストに
つきましても、市況の変動の外的要因などにより請負金額に反映することが困難となった場合、翌連結会計年度の損益に影響
を与える可能性があります。
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2.　工事損失引当金
（1）当連結会計年度計上額　1,777百万円
（2）その他見積りの内容に関する理解に資する情報
①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法
　当社グループは、手持受注工事のうち連結会計年度末において工事原価総額が工事収益総額を超過すると見込まれ、かつ、
その損失見込額を合理的に見積ることが出来る工事について、その損失見込額のうち、すでに計上した損益を控除した残額を
工事損失引当金として計上しております。

②　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
　工事収益総額および工事原価総額の見積りは、工事の開始段階において実行予算書を作成し、その後は各決算日において工
事の現況や市況の変動に基づき、見直しを行っております。なお、工事原価総額は主に原材料価格、労務費等について過去の
実績等を勘案し合理的に判断して見積りを実施しております。

③　翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
　工事原価総額は過去の実績等を勘案し合理的に判断しておりますが、建設工事は工事期間が長期にわたる中で鉄構セグメン
トの主要材料である鋼材や技能労働者不足等に伴う労務費の上昇など見積り特有の不確実性があります。工事収益総額につい
て、請負契約締結後に予想を超えて大幅に増加するコストについては発注者と協議を重ね、追加の請負金額を獲得する努力を
続けておりますが、それを請負金額に反映することが困難となった場合、また、設計変更に対するコストにつきましても、市
況の変動の外的要因などにより請負金額に反映することが困難となった場合、翌連結会計年度の損益に影響を与える可能性が
あります。

3.　繰延税金資産の回収可能性
（1）当連結会計年度計上額　1,220百万円
（2）その他見積りの内容に関する理解に資する情報
①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法
　当社グループは、繰延税金資産の計上にあたり、各社の将来の収益力を源泉とした課税所得の見積りに基づいてタックスプ
ランニングを行い、十分に回収可能性を検討し、当該資産の回収が不確実と考えられる部分に対して評価性引当額を計上して
おります。
　なお、当社および一部の国内子会社は、グループ通算制度を適用しているため、繰延税金資産の回収可能性の判断について
は、グループ通算制度全体の課税所得の見積りにより判断しております。

②　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
　当社グループは、将来の課税所得の見積りについて、中期経営計画の根拠となる当社および子会社の計画数値に基づき、中
期経営計画の進捗状況、市況の変動の外的要因等を考慮し算定しております。

③　翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
　繰延税金資産の回収可能性の評価は合理的であると判断しておりますが、将来の業績および課税所得の実績変動により、当
初の見積り額が減少した場合は繰延税金資産が減額され税金費用が計上される可能性があります。

－ 5 －
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連結注記表

受取手形 5,512 百万円
完成工事未収入金等 9,337 百万円
契約資産 54,315 百万円

　担保に供している資産
　現金預金 34百万円
　建物・構築物 2,276百万円
　航空機・装備品 288百万円
　土地 11,782百万円
　投資有価証券 27百万円
　合計 14,409百万円
　担保に係る債務
　短期借入金 11,230百万円
　一年内返済予定の長期借入金 2,608百万円
　長期借入金 4,733百万円
　合計 18,572百万円

3. 有形固定資産の減価償却累計額 45,522百万円

6. 両建てで表示している工事損失引当金に対応する未成工事支出金の金額 －百万円

（連結貸借対照表に関する注記）
1. 顧客との契約から生じた債権の残高および契約資産の残高は、それぞれ次のとおりです。

2. 担保に供している資産および担保に係る債務

　上記の他、工事請負代金の債権譲渡契約証書を差し入れており、これに対応する工事請負代金総額（既入金額を除く）は、184
百万円であります。

4. 土地の再評価
　連結子会社の川田工業㈱および川田建設㈱は「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、
事業用の土地の再評価を行い、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これ
を控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

（川田工業㈱）
・再評価の方法 主に、土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第５号に定め

る不動産鑑定評価額により算出
・再評価を行った年月日　　2000年３月31日
・再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額は3,592百万円であります。
（川田建設㈱）
・再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３号に定める固定

資産税評価額および第２条第４号に定める地価税法の時価（路線価）に合理的な調整をして算出
・再評価を行った年月日　　2002年３月31日
・再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額は85百万円であります。
5. 流動負債「その他」のうち、契約負債の残高　95百万円

－ 6 －
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連結注記表

　普通株式 5,917,370株

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり
配当額 基準日 効力発生日

2022年6月29日
定時株主総会 普通株式 591百万円 100円 2022年3月31日 2022年6月30日

決議 株式の
種類

配当金の
総額

配当の
原資

１株当たり
配当額 基準日 効力発生日

2023年6月29日
定時株主総会

普通
株式 1,234百万円 利益

剰余金 210円 2023年3月31日 2023年6月30日

　普通株式 40,700株

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
1. 当連結会計年度末日における発行済株式の種類および総数

2. 剰余金の配当に関する事項
（1）配当金支払額

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
2023年６月29日開催の定時株主総会において、次の決議を予定しております。

3. 当連結会計年度の末日における当社が発行している新株予約権の目的となる株式の種類および数

（金融商品に関する注記）
1. 金融商品の状況に関する事項
　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定しており、また資金調達については銀行等金融機関からの借入や私
募債の発行等により行っております。
　受取手形および売掛金に係る顧客の信用リスクは、「与信管理規程」に沿ってリスク低減を図っております。また、投資有価証
券は主として株式であり、市場価格の変動リスクは「有価証券管理規程」に基づき定期的に時価等の把握を行うことにより管理し
ております。
　借入金の使途は主に事業運転資金および設備投資資金であり、一部の長期借入金の金利変動リスクに対して金利スワップ取引を
実施して支払利息の固定化を実施しております。なお、デリバティブは「デリバティブ管理規程」に従い、実需の範囲で行うこと
としております。
　また、営業債務や借入金は流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは各社が月次に資金繰計画を作成するなどの方
法により管理しております。

－ 7 －
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連結注記表

連結貸借対照表計上額 時　価 差　額
（1）投資有価証券

その他有価証券（＊2） 3,251 3,251 －
資産計 3,251 3,251 －
（2）社債 1,910 1,903 △6
（3）長期借入金 6,892 6,846 △46
（4）リース債務（＊3） 2,919 2,833 △86
負債計 11,722 11,583 △139
デリバティブ取引（＊4） － － －

区分 連結貸借対照表計上額（百万円）
非上場株式 244

ヘッジ会計の方法 デリバティブ取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等

時価 当該時価の
算定方法うち１年超

金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引
　支払固定
　受取変動

長期借入金 50 30 （＊）

2. 金融商品の時価等に関する事項
　連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位　百万円）

（＊1）「現金預金」、「受取手形・完成工事未収入金等」、「支払手形・工事未払金等」、「短期借入金」、「1年内返済予定の
長期借入金」ならびに「1年内償還予定の社債」については、時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略
しております。

（＊2）市場価格のない株式等は、「（1）投資有価証券　その他有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対
照表計上額は以下のとおりであります。

（＊3）「（4）リース債務」はリース債務（流動負債）とリース債務（固定負債）の合計額であります。
（＊4）ヘッジ会計が適用されているものについては、ヘッジ会計の方法ごとの決算日における契約額または契約において定められ

た元本相当額等は、次のとおりであります。
（単位　百万円）

（＊）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は、
当該長期借入金の時価に含めて記載しております（上記「（3）長期借入金」参照）。

－ 8 －
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区分 時価（百万円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
その他有価証券
株式 3,251 － － 3,251

資産計 3,251 － － 3,251

区分 時価（百万円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

社債 － 1,903 － 1,903
長期借入金 － 6,846 － 6,846
リース債務（＊1） － 2,833 － 2,833
負債計 － 11,583 － 11,583

3. 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性および重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類しておりま
す。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定の対象となる

資産または負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係るインプットを

用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのう
ち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

(1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

(2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（＊1）　リース債務はリース債務（流動負債）とリース債務（固定負債）の合計額であります。

(注)時価の算定に用いた評価技法および時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券
　上場株式であり、取引所の価格で評価しております。活発な市場で取引されているため、レベル１の時価に分類しております。

社債、長期借入金およびリース債務
　これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算
定しております。金利等の観察可能なインプットを用いて割引現在価値法により算定しているため、レベル２の時価に分類してお
ります。

－ 9 －
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（単位　百万円）
報告セグメント その他

（注） 合計鉄構 土木 建築 ソリューシ
ョン 計

一時点で移転される財 146 7 123 644 921 4,551 5,473
一定の期間にわたり移転される財 55,287 34,685 14,035 5,351 109,360 3,045 112,405
顧客との契約から生じる収益 55,434 34,693 14,158 5,995 110,281 7,597 117,879
その他の収益 30 43 － － 73 133 207
外部顧客への売上高 55,464 34,737 14,158 5,995 110,355 7,730 118,086

期首残高（2022年４月１日） 期末残高（2023年３月31日）
顧客との契約から生じた債権 14,455 14,850
契約資産 34,138 54,315
契約負債 5,403 6,676

（収益認識に関する注記）
1. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、航空、不動産売買・賃貸に関する事業等を含んでおり
ます。

2. 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　「（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）　４.会計方針に関する事項　（4）その他連結計算書類
の作成のための重要な事項　④収益および費用の計上基準」に記載のとおりであります。

3. 当連結会計年度および翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
（1）契約資産および契約負債の残高等
　顧客との契約から生じた債権、契約資産および契約負債の内訳は、次のとおりであります。なお、連結貸借対照表において顧客
との契約から生じた債権および契約資産は、「受取手形・完成工事未収入金等」に、契約負債は「未成工事受入金」、「前受収
益」および「その他」にそれぞれ含まれております。

（単位　百万円）

　契約資産は、主に工事契約等において工事の進捗度の測定に基づいて収益を認識しておりますが、未請求の部分に係る対価に対
する当社グループの権利に関するものであります。契約資産は、対価に対する当社グループの権利が無条件になった時点で顧客と
の契約から生じた債権に振り替えます。当該工事契約等における取引の対価は、契約における支払条件に基づき請求し、おおむね
履行義務の充足に係る進捗度に応じて受領しております。
　契約負債は、顧客との契約に基づく履行義務の充足に先行して受領した対価に関するものであり、履行義務の充足による収益の
認識に伴い取り崩されます。
　当連結会計年度に認識した収益の額のうち、期首時点の契約負債残高に含まれていた額は、4,787百万円であります。また、当
連結会計年度において、契約資産が20,177百万円増加した主な理由は、主に工事契約等において工事の進捗度に応じた収益認識
による増加（契約資産の増加）および顧客との契約から生じた債権への振替、顧客からの対価の受領による減少（契約資産の減
少）であります。また、当連結会計年度における契約負債の増減は、財またはサービスを顧客へ移転する前に、顧客から受領した
対価（契約負債の増加）と履行義務の充足による収益認識（契約負債の減少）により生じたものであり、契約負債残高に重要な変
動はありません。
　過去の期間に充足（または部分的に充足）した履行義務から、当連結会計年度に認識した収益（主に、取引価格の変動）の額
は、5,654百万円であります。

－ 10 －
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当連結会計年度
１年以内 104,226
１年超２年以内 33,188
２年超３年以内 10,255
３年超 6,695

合　計 154,364

1. １株当たり純資産額 12,864円33銭
2. １株当たり当期純利益 719円83銭

（2）残存履行義務に配分した取引価格
　当連結会計年度末時点で未充足（または部分的に未充足）の残存履行義務に配分した取引価格の総額および収益の認識が見込ま
れる期間は以下のとおりです。

（単位　百万円）

（１株当たり情報に関する注記）

－ 11 －
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個別注記表

（1）賞 与 引 当 金 ……………従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。
（2）退職給付引当金 ……………・従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額

に基づき計上しております。
　退職給付引当金および退職給付費用の処理方法は以下のとおりです。
①退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法に
ついては、給付算定式基準によっております。
②数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理方法
　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理し
ております。
　過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）
による定額法により費用処理しております。
・未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用の貸借対照表における取扱いが連結貸借対
照表と異なっております。

個　別　注　記　表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
1. 資産の評価基準および評価方法

　有価証券の評価基準および評価方法
　子会社株式および関連会社株式…………移動平均法による原価法
　その他有価証券
　　市場価格のない株式等…………………移動平均法による原価法

2. 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産

　主として定率法によっております。なお、耐用年数および残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっ
ております。

（2）無形固定資産
　定額法によっております。なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

3. 引当金の計上基準

4. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
（1）収益および費用の計上基準

　当社の収益は、主に子会社からの経営管理手数料、業務委託料および受取配当金となります。経営管理手数料および業務委託
料においては、子会社への契約内容に応じた受託業務を提供することが履行義務であり、業務が実際された時点で当社の履行義
務が充足されることから、当該時点で収益および費用を認識しております。受取配当金については、配当金の効力発生日をもっ
て認識しております。

（2）グループ通算制度の適用
　グループ通算制度を適用しております。
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個別注記表

1. 有形固定資産の減価償却累計額 84百万円

　川田工業㈱ 2,170百万円
　川田建設㈱ 1,000百万円
　東邦航空㈱ 936百万円

　計 4,106百万円

　短期金銭債権 394百万円
　短期金銭債務 178百万円

　営業収益 2,078百万円
　営業取引以外の取引による取引高 57百万円

株式の種類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

普通株式（株） 3,662 60,499 24,711 39,450

（会計方針の変更に関する注記）
・（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価算定会計基準適用
指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27－２項に定める経過的な取扱いに従って、時
価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することとしました。これにより、計算書類に与える影響
はありません。

（会計上の見積りに関する注記）
　繰延税金資産の回収可能性
　（1）当事業年度計上額（科目名：繰延税金資産）　14百万円
　（2）その他見積りの内容に関する理解に資する情報

　（1）の金額の算出方法は、連結注記表「（会計上の見積りに関する注記）３.繰延税金資産の回収可能性」の内容と同一で
あります。

（貸借対照表に関する注記）

2. 保証債務
　他の会社の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っております。

3. 関係会社に対する金銭債権および金銭債務

（損益計算書に関する注記）
　関係会社との取引高

　営業取引による取引高

（株主資本等変動計算書に関する注記）
　自己株式の種類および株式数に関する事項

(注）1. 増加は、取締役会の決議に基づく自己株式の取得等によるものであります。
2. 減少は、譲渡制限付株式報酬制度に係る株式の譲渡によるものであります。
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個別注記表

種　類 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合

関 連 当 事 者
と の 関 係 取引の内容 取引金額 科　目 期末残高

子 会 社 川田工業㈱ 所有
直接 100%

経 営 管 理 等
役 員 の 兼 任

業 務 受 託 収 入
（注１） 393 ― ―

債 務 保 証
（注２） 2,170 ― ―

配 当 金 収 入 1,329 ― ―

子 会 社 川田建設㈱ 所有
直接 100%

経 営 管 理 等
役 員 の 兼 任

債 務 保 証
（注２） 1,000 ― ―

子 会 社 東邦航空㈱ 所有
間接 66.6%

経 営 管 理 等
役 員 の 兼 任

債 務 保 証
（注２） 936 ― ―

子 会 社 富士前鋼業㈱ 所有
間接 100%

経 営 管 理 等
役 員 の 兼 任

自 己 株 式 の 取 得
（注３） 35 ― ―

関 連 会 社 佐藤工業㈱ 所有
直接 49.9% 役 員 の 兼 任 配 当 金 収 入 240 ― ―

1. １株当たり純資産額 4,346円 89銭
2. １株当たり当期純利益 156円11銭

（税効果会計に関する注記）
　（1）繰延税金資産の発生の主な原因は、各種引当金、繰越欠損金等であり、繰延税金負債の発生の主な原因は、譲渡損益調整勘定

であります。
　（2）当社は、当事業年度から、グループ通算制度を適用しております。また、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び

開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号　2021年８月12日）に従って、法人税および地方法人税の会計処理またはこれ
らに関する税効果会計の会計処理ならびに開示を行っております。

（関連当事者との取引に関する注記）
　子会社および関連会社等

（単位　百万円）

　取引条件および取引条件の決定方針等
（注１）業務受託収入については、両者協議の上で締結した業務委託契約に基づき決定しております。
（注２）当社は、川田工業㈱、川田建設㈱および東邦航空㈱の銀行借入に対して債務保証を行っております。
（注３）株式の購入価格は、2022年５月11日の東京証券取引所における当社普通株式の終値3,560円に10,000株を乗じた金額であ

ります。

（収益認識に関する注記）
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「（重要な会計方針に係る事項に関する注記）　４.その他計算書
類作成のための基本となる重要な事項　（1）収益および費用の計上基準」に記載のとおりであります。

（１株当たり情報に関する注記）
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